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詳しくは次ページ

をご覧ください！
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大阪府労働環境課「出張労働相談」等のご案内
（毎週木曜日、豊能府民センターで実施）

大阪府労働相談センターでは、「賃金を払ってくれない」、「職場でのハラスメントに悩んでいる」等、働く方、
雇用する方からのさまざまな労働相談（電話、面談及びオンライン）をお受けしています。また、豊能、泉北、
南河内地域において、出張相談を実施しています。相談は無料ですのでお気軽にご利用ください！

１ 出張労働相談（毎週木曜日（祝日除く）：前日までに事前予約必要／面談のみ）
【ところ】大阪府豊能府民センタービル（池田・府市合同庁舎）１階ロビー

（池田市城南１－１－１ 阪急池田駅から約５００ｍ）
【受付日時】 第１・３・５木曜日 10 時から 13 時

第２・４木曜日 13 時 30 分から 16 時 30 分
【お問い合わせ】０６－６９４６－２６００（大阪府労働環境課 大阪府労相談センター）

２ 大阪府労働相談センターでの労働相談
【ところ】〒540-0033 大阪市中央区石町2－5－3 エル・おおさか南館３階 大阪府労働環境課内
【受付日時】平日9時～12時15分 13時～18時まで（毎週木曜日は20時まで）
【お問い合わせ】
◆労働相談：０６－６９４６－２６００
◆専門家による特別労働相談（要予約／面談のみ）〕
弁護士、社会保険労務士及び医師、臨床心理士、産業カウンセラーが相談に応じます。
【受付日時】平日 9時～12時 15 分 13 時～18 時まで（第 1、3木曜日は 20時まで）

◆セクハラ・女性相談：０６－６９４６－２６０１（女性相談員の対応も可能です）
◆テレワークサポートデスク：０６－６９４６－２６０８
◆オンライン相談：府HP「オンライン労働相談予約システム」から相談日前日までにご予約下さい。

※1枠 45分 1日 6枠／17時 30 分までの受付
https://viewer.kintoneapp.com/public/1e4967824dce9a4e7389edadecf392c1#/

◆外国語相談：０６－６９４６－２６００（英語、中国語、ベトナム語の通訳にて相談）
※日本語にて要予約／1回のみ／2時間
※上記以外の言語に関しましてはお問合せ下さい。

＜新型コロナウイルス感染症の感染防止対策のため、相談方法等が変更になる場合があります＞
詳細は以下をご確認ください。

https://rsc-osaka.jp/
ホームページが新しくなりました！

＜大阪府労働環境課 メールマガジンのご案内＞

労働問題、職場のハラスメント防止、職場の健康管理、ワーク・ライフ・バランスなど
労働関係の地域セミナーや就職応援イベントなどの情報をお届けします。（登録無料）
メールマガジンの登録は、

こちら→
または右のＱＲコードを読み込んでアクセスしてください。

～労働相談センターからのお知らせ～

労働関係情報メール

https://viewer.kintoneapp.com/public/1e4967824dce9a4e7389edadecf392c1#/
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～箕面市からのご案内～

BCP（事業継続計画）対策をしましょう！
BCPとは「Business Continuity Plan」の頭文字を取った言葉で、企業が緊急

事態時の被害を最小限に抑え、事業が継続できるように対策や方法をまとめた計

画のことです。大規模な自然災害やウイルスの流行等、企業はあらゆる緊急事態

が起きた際に、事業を継続・早期復旧させる必要があります。

近年で言えば、新型コロナウイルス感染症や電気・ガス・物価の高騰等で経済

に大きな影響を与えたのは記憶に新しいと思います。今後同じような事象が起こ

った際に事業が継続出来なければ、企業は取引先や顧客からの信用を失い、倒産

する可能性も出てきます。

そのような事態を回避するために重要な役割を担うのが BCP対策である。

※ BCP（事業継続計画）は不測の事態が発生した場合でも、企業としての事業
を停止させないように、あらかじめ備えておく計画のこと。アメリカやイギリ

スのビジネスシーンで2001年9月11日の世界同時多発テロを受けて全世界でも
考えられるようになった計画です。

日本では2011年3月11日に発生した東日本大震災の発生でBCPの策定を考え
る企業が大幅に増加し、浸透していきました。

新型コロナウイルス感染症の拡大や物価高等の影響により、事業の停止や活

動の制限が起こり、大打撃を受けた企業が多かったことから、重要であると再

度注目されている対策です。介護業等では2024年からBCPの策定が義務づけら
れました。


